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１．四半期財務情報の作成等に係る事項       

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 無

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無

③ 連結及び持分法の連結範囲の異動の有無 ： 有

　連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　連結子会社数　13社　持分法適用非連結子会社数　　－社　持分法適用関連会社数　　６社

　連結範囲及び持分法の異動状況

　　連結（新規）　　４社　　（除外）　　－社　　持分法（新規）　　－社　　（除外）　　－社

※ 本四半期決算は、未監査であります。

２．１９年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成１８年４月１日～平成１８年１２月３１日）            

（１）経営成績（連結）の進捗状況 （単位：百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19年３月期第３四半期 （ ） （ ） （ ）

18年３月期第３四半期 （ ） （ ） （ ）

（参考）18年３月期 （ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭 円 銭
19年３月期第３四半期 （ ）

18年３月期第３四半期 （ ）

（参考）18年３月期 （ ）

（注） 売上高、営業利益、経常利益、四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同四半期（前期）増減率

（２）財政状態（連結）の変動状況                                  （単位：百万円未満切捨）

百万円 百万円 ％ 円 銭
19年３月期第３四半期 05
18年３月期第３四半期 96
（参考）18年３月期 22

３．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）   

現段階におきましては、平成18年11月27日付当社「平成19年３月期中間決算短信（連結）」にて発表いたしました連結
業績予想に変更はありません。
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１．企業集団等の状況

　当社の企業集団（当グループ）は、当社（㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス）と子会社24社及び関連会社8社で構成され

ており、持株会社である当社を中心に、パソコンパーツ販売を中心とするパソコン関連製品販売事業、システムネット

ワークの開発を中心とするシステム開発関連事業、総合不動産業（再生・開発・情報サービス）・賃貸保証・鑑定評価

を中心とする不動産関連事業、優良企業への投資・債権回収ビジネス・金融卸・商業手形再割引を中心とする金融・

投資関連事業、ゴルフ用品・ヘルスケア用品の販売を中心とするスポーツ用品等製造販売事業、販売促進を電話に

て行う事業・株式公開に関するコンサルタント事業を中心とするその他事業、等を当社企業グループにおける中心事

業としております。

　当第３四半期連結会計期間における、当社グループにおける主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね

次の通りであります。

[パソコン関連製品販売事業]

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

[システム開発関連事業]

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

[不動産関連事業]

当期より、不動産業を開始した㈱TEMJIN OPPORTUNISTIC INVESTMENTを連結子会社として連結の範囲に含めま

した。

[金融・投資関連事業]

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

[スポーツ用品等製造販売事業]

マルマン㈱の会社分割による国際事業及び特販事業の分社化（平成18年10月1日付）に伴い、エムアイトレーディ

ング㈱及びマルマンエンタープライズ㈱を連結子会社として連結の範囲に含めました。

［その他事業］

当期より、株式公開に関するコンサルタント事業を行っている㈱ＩＰＯ・ＩＲ研究所を連結の範囲に含めました。

パソコン関連製品販売事業
㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

システム開発関連事業
㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

不動産関連事業
㈱イーマックス

㈱ＭＡＧ ※１ 連結子会社

㈱TEMJIN OPPORTUNISTIC

　 INVESTMENT

金融・投資関連事業
㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 連結子会社

㈱ジャスティス債権回収 連結子会社

㈱マイダスキャピタル 連結子会社

　その他13社

スポーツ用品等製造販売事業
マルマン㈱ 連結子会社

マルマンバイオ㈱ 連結子会社

エムアイトレーディング㈱ 連結子会社 ※２

マルマンエンタープライズ㈱ 連結子会社 ※２

その他の事業

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター 連結子会社

㈱ＩＰＯ・ＩＲ研究所 連結子会社

商品・サービスの流れ

※１　㈱マイダス・アプレイザー アンドギャランティーは、平成18年11月１日付けで社名を㈱ＭＡＧに変更いたしました。

※２　エムアイトレーディング㈱及びマルマンエンタープライズ㈱は、平成18年10月1日付けで新設分割により設立いた

　しました。
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２．業績の概要
　当四半期連結会計期間の概要

　当第３四半期におけるわが国経済は、原油価格の動向や金利の先高感等懸念材料はあるものの、企業収益の好

業績を背景に国内設備投資の拡大や個人消費の改善等により、景気は好調を維持したまま推移しております。

　このような状況の中、当社グループでは、不動産関連事業に属します㈱イーマックスにおいては、取扱物件数・規模

の拡大、仕入条件の適正化などにより事業拡大を図りました。また、金融・投資関連事業に属します㈱ジャスティス債

権回収においては、宮城県栗原市にコールセンターを出店し事業拡大を図りました。また、不動産関連事業に属します

㈱ＭＡＧにおいては、賃貸保証事業および不動産鑑定事業共に積極的な営業活動により受注拡大を図りました。

　以上のことから、当第３四半期の当社グループの連結売上高は、29,583百万円（前年同期比38.6％増）、連結営業

利益4,939百万円（前年同期比49.1％増）、連結経常利益5,223百万円（前年同期比71.4％増）、連結四半期純利益

4,095百万円（前年同期比11.4％減）となりました。

　当四半期連結会計期間におけるセグメント別活動状況と売上高及び営業利益は次のとおりです。事業区分は、内部

管理上採用している区分によっております。

〔パソコン関連製品販売事業〕

　当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィのＤＩＹ事業部がパソコン用パーツ及びパソコン関連製品の販売を

行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は2,952百万円（前年同期比8.3％増）、営業利益は62百万円

（前年同期比25.4％減）となりました。

〔システム開発関連事業〕

　当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィのストラテジィ事業部がコンピューターの法人向け販売、ネットワー

クの構築をはじめとするソリューション・ビジネス及びサポート・サービス、ソフトウェアの開発等を行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は2,044百万円（前年同期比1.6％減）、営業利益は464百万円

（前年同期比11.3％増）となりました。

〔不動産関連事業〕

　当事業においては、㈱イーマックスが総合不動産業として中古住宅再生事業、ディベロッパー事業、競売情報提

供業務、その他不動産に関する各種事業を行っております。また、㈱ＭＡＧにおいては、賃貸保証および不動産の

物件調査・評価査定・鑑定を行っております。さらに、当期より新たに連結子会社になりました㈱TEMJIN 

OPPORTUNISTIC INVESTMENTは、不動産売買等を行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は13,600百万円（前年同期比96.1％増）、営業利益は2,143百

万円（前年同期比131.5％増）となりました。

〔金融・投資関連事業〕

　当事業においては、㈱T・ZONEキャピタルが優良企業への投資を行っており、理研ビタミン㈱、ビオフェルミン製

薬㈱、佐藤食品工業㈱、ミヤコ㈱の筆頭株主となっております。また、日本管財㈱、エステー化学㈱、㈱大田花き

においても第２位の大株主となっております。また、㈱ジャスティス債権回収においては、債権回収ビジネスを中心

とした企業再生・再建ビジネス、債権流動化におけるバックアップサービサービジネスを行っております。さらに、

㈱マイダスキャピタルは、金融卸・商業手形再割引業・総合リース業を行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は3,529百万円（前年同期比57.1％増）、営業利益は2,052百万

円（前年同期比86.1％増）となりました。

〔スポ－ツ用品等製造販売事業〕

　当事業においては、マルマン㈱がゴルフ用品の製造・販売を行っております。また、マルマンバイオ㈱において

は、ヘルスケア用品の企画・販売を行っております。なお、海外市場におけるシェアの拡大、並びに国内ゴルフ市場

における新たな販売チャネル開拓を一層加速させる目的としてエムアイトレーディング㈱及びマルマンエンタープ

ライズ㈱を新設分割により設立いたしました。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は6,594百万円（前年同期比8.8％減）、営業利益は343百万円

（前年同期比67.0％減）となりました。

［その他事業］

　当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターが健康食品、保険、賃貸保証などの販売促進を電話にて行う事

業を行っております。　また、当期より新たに連結子会社になりました㈱IPO・IR研究所においては、株式公開に関

するコンサルタント事業を行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は854百万円（前年同期比689.2％増）、営業利益は225百万円

（前年同期比1967.9％増）となりました。
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四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）
期　　別

科　　目

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 （ ） （ ) （ ）

１． 現金及び預金

２． 商業手形

３． 受取手形及び売掛金

４． 営業貸付金

５． 買取債権

６． 営業投資有価証券

７． たな卸資産

８． 繰延税金資産

９． その他

貸倒引当金

Ⅱ 固定資産 （ ） （ ) （ ）

１． 有形固定資産 ( ) ( ) ( )

（1） 建物及び構築物

（2） 土地

（3） その他

２． 無形固定資産 ( ) ( ) ( )

（1） 商標権

（2） 連結調整勘定

（3） のれん

（4） その他

３． 投資その他の資産 ( ) ( ) ( )

（1） 投資有価証券

（2） 預け金

（3） 繰延税金資産

（4） その他

貸倒引当金

Ⅲ 繰延資産 ( ) ( ) ( )

資産合計

4,440

53,392

（平成18年３月31日現在）

構成比

51.9

1.1

69

42,12054.8

251

108

7,920

321

142

1,036

511

10,299

43,479

7,700

△ 93

0.4

1,068

―

△ 408

69

84

664

90

66,261

117

90

745

1,652

302

△ 390

1.9

0.1

46.5

85,437

4

100.090,516

0.5

―

67,639

1,077

278

586

299

389

212

100.0

55.9

100.0

0.0

0.2

△ 468

121,063

310.1

△ 262

64,521

94

1,377

736

82

金　　額

（平成18年12月31日現在）

金　　額

（平成17年12月31日現在）

81,969 95.9

47,286

8,741

674

643

△ 81

3,377

前連結会計年度

1,115

46,968

7,009

8,343

44.1

7,598

10,134

1,581

連結会計期間末

358

7,699

6,944

金　　額

5,974

構成比

前第３四半期 当第３四半期

961

99

118

4.0

1.6

904

346

3,727

1,378

179

810

151

77

―

40,712

48.0

586

199

4,346

連結会計期間末

0.9

465

構成比

7,076

7,017

要約連結貸借対照表

985

13,207



（単位：百万円）
期　　別

科　　目

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債 ( ) ( ) ( )

１． 支払手形及び買掛金

２． 短期借入金

３． 未払金

４． 未払法人税等

５． 債務保証損失引当金

６． 保証履行引当金

７． 返品調整引当金

８． 繰延税金負債

９． その他

Ⅱ 固定負債 ( ) ( ) ( )

１． 長期借入金

２． 製品保証引当金

３． 繰延税金負債

４． その他

負債合計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

Ⅰ 資本金

Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金

Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 為替換算調整勘定

Ⅵ 自己株式

資本合計

負債、少数株主持分及び資本合計

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本 ( ) ( ) ( )

１． 資本金

２． 資本剰余金

３． 利益剰余金

４． 自己株式

Ⅱ 評価・換算差額等 ( ) ( ) ( )

１． その他有価証券評価差額金

２． 繰延ヘッジ損益

３． 為替換算調整勘定

Ⅲ 少数株主持分 ( ) ( ) ( )

純資産合計

負債純資産合計

― 115

2

―

33.0

85,437

― ―

―

―
―

―

―

― 19,089

13.4

15.8

―

―

―

25,412

707

20.8

―

―

―

3,400

13,281

6,109

△ 5,982―

11,777

―

2.8―

3,253

―

144

47,675
121,063

3.8

△ 0.0

100.0

―

2,585

37.7

構成比

当第３四半期

金　　額

（平成18年12月31日現在） （平成18年３月31日現在）

連結会計期間末

前連結会計年度

9.2

（平成17年12月31日現在）

3,176

383

―

60.6

51.1

―

―

25,185

23

―

73,387

884

構成比

連結会計期間末

1,033

7,224

660

―

―

―

―

―

54

―

55,762

936

61,85332,188

金　　額

454

25,393

―

―

―

―

39.4―

28,152

―

―

21

2,272

―

―

―

―

1,060

8,571

22

7,858 11,534

2,278

8.2

11,777

7,007

13.8

―

5

―100.0

42,664

―

―

11,777

3.6

△ 0.0

―

―

―

610

6,109

17,238

7.2

―

―

46.9

20.1

△ 42

2,201

前第３四半期

40,046

3,300

6.7

100.0

9.5

―

―

90,516

3,235

83 0.1

9,184

構成比

30,558

17,504

33.5

588

9,223

619

645

47.2

22

金　　額

924

33.8

2,227

―

要約連結貸借対照表

―

― ―

―

―

―

△ 43

30,347

―

―

10.1

13.0

12,106

6,109

19.3



（２）四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

期　　別

科　　目

％ ％ ％

Ⅰ 売上高 （ ） （ ） （ ）

Ⅱ 売上原価 （ ） （ ） （ ）

売上総利益

Ⅲ 販売費及び一般管理費

営業利益

Ⅳ 営業外収益 （ ） （ ） （ ）

１． 受取利息

２． 受取配当金

３． 受入利益金

４． 持分法による投資利益 ―

５． 雑収入

Ⅴ 営業外費用 （ ） （ ） （ ）

１． 支払利息

２． 支払手数料

３． 証券代行手数料

４． 新株発行費償却 ―

５． 雑損失

経常利益

Ⅵ 特別利益 （ ） （ ） （ ）

１． 固定資産売却益 ―

２． 償却債権取立益

３． 貸倒引当金戻入益

４． 関係会社株式売却益

５． 持分変動利益 ―

６． 匿名組合投資利益 ―

７． その他

Ⅶ 特別損失 （ ） （ ） （ ）

１． 固定資産処分損

２． 債権流動化費用

３． 返品調整引当金繰入額

４． 移転費用

５． その他

税金等調整前四半期（当期）

純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

四半期（当期）純利益

114

46

―

3,608

61

17

金　　額
至　平成18年12月31日

86

6,548 6,211

1.4

21.7

3.2

30.7

13.8

1.2

50

5,223

当第３四半期

19.3

316

4,141

34.9

金　　額

3,313 15.5

19.4

0.2

0

7,455

15

―

86

3,218

55

0.5

59

17

1,132

18

3,723

17.6

3.8

30

62

5,158

163

214―

119

―

144

4,625

16.9

14.3

0

2

4,939

55

3,046

15

25

―

582

49

1,048

1,038

206

百分比

連結会計期間

至　平成17年12月31日

13,881

前第３四半期

1,611

421

4,095

21,336

金　　額

前連結会計年度

百分比

要約連結損益計算書連結会計期間

100.0 100.0

自　平成17年 ４月 １日

35,070

34.6

17.9

自　平成18年 ４月 １日

29,583

10,222

5,283

65.419,360

13.7

10.6

4,81216.7

0

0

27

14

82

6

6,779

1.7

1.0

674

1,042 4.8

0.5

1

―

106

46

59

0

―

0.3

―

2.3

14.7

966

―

―

2.8

25.0

0

0

3.5

24,305

17.0

30.7

至　平成18年 ３月31日

1.3

40

405

0.3

1

610

62

5.4

20.9 8,761

40

3,218

0

349

9

39

65.1 69.3

44

790

5,952

10,764

自　平成17年 ４月 １日

100.0

百分比

192

444

683

62108

274

2.61.4

902

754



四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1. 連結の範囲に関する事項 1. 連結の範囲に関する事項 1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社 (1) 連結子会社 (1) 連結子会社

子会社のうち、下記の８社を連結し 子会社のうち、下記の13社を連結し 子会社のうち、下記の９社を連結し
ております。 ております。 ております。

㈱T・ＺＯＮＥキャピタル ㈱T・ＺＯＮＥキャピタル ㈱T・ＺＯＮＥキャピタル
㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

㈱ＭＡＧ ㈱マイダス・アプレイザー
マルマン㈱ アンドギャランティー

マルマン㈱ ㈱ジャスティス債権回収 マルマン㈱
㈱ジャスティス債権回収 ㈱イーマックス ㈱ジャスティス債権回収
㈱イーマックス ㈱マイダスキャピタル ㈱イーマックス
㈱マイダスキャピタル ㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター ㈱マイダスキャピタル
㈱T・ＺＯＮＥコールセンター マルマンバイオ㈱ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター

㈱IPO・IR研究所 マルマンバイオ㈱
㈱TEMJIN OPPORTUNISTIC
    INVESTMENT
エムアイトレーディング㈱
マルマンエンタープライズ㈱

子会社の㈱IPO･IR研究所が株式公
開に関するコンサルタント事業を拡

日本アプレイザー㈱は、平成17年 大し、当期より連結の範囲に含めて 日本アプレイザー㈱は、平成17年
８月１日付けで社名を㈱マイダス・ おります。また、子会社の㈱TEMJIN ８月１日付けで社名を㈱マイダス・
アプレイザーアンドギャランティー OPPORTUNISTIC INVESTMENTが アプレイザーアンドギャランティー
に変更いたしました。 不動産業を開始し、当期より連結の に変更いたしました。

範囲に含めております。 子会社の㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンタ
㈱マイダス・アプレイザーアンドギャ ーが販売促進を電話にて行うコール
ランティーは、平成18年11月１日付 センター事業を開始し、当期下期よ
けで社名を㈱ＭＡＧに変更いたしま り連結の範囲に含めております。
した。また、エムアイトレーディング また、平成18年３月１日付けでマル
㈱及びマルマンエンタープライズ㈱ マン㈱のヘルスケア事業部が分社
は、平成18年10月1日付けで新設 化独立し、マルマンバイオ㈱となり
分割により設立いたしました。 連結対象子会社となりました。

(2) 非連結子会社 (2) 非連結子会社 (2) 非連結子会社
主要な非連結子会社等 主要な非連結子会社等 主要な非連結子会社等

㈱バックオフィスサービス ㈱Ｔ・ＺＯＮＥファクター ㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィスサービス

㈱バックオフィスサービスは平成18
年１月24日付けで社名を㈱Ｔ・ＺＯＮ
Ｅバックオフィスサービスに変更して
おります。

非連結子会社等はいずれも小規模 非連結子会社等はいずれも小規模
であり、総資産、売上高、四半期純 であり、総資産、売上高、当期純損
損益及び利益剰余金（持分に見合 益及び利益剰余金（持分に見合う
う額）等は、いずれも四半期連結財 額）等は、いずれも連結財務諸表に
務諸表に重要な影響を及ぼしてい 重要な影響を及ぼしていないため
ないため、連結の範囲から除外し 、連結の範囲から除外しておりま
ております。 す。

２． 持分法の適用に関する事項 ２． 持分法の適用に関する事項 ２． 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結子会社及び (1） 持分法適用の非連結子会社及び (1) 持分法適用の非連結子会社及び

関連会社 関連会社 関連会社
ビオフェルミン製薬㈱ ４社 ビオフェルミン製薬㈱ ６社 ビオフェルミン製薬㈱ ６社

佐藤食品工業㈱ 理研ビタミン㈱ 理研ビタミン㈱
理研ビタミン㈱ 佐藤食品工業㈱ 佐藤食品工業㈱
日本管財㈱ 日本管財㈱ 日本管財㈱

ミヤコ㈱ ミヤコ㈱
㈱マルマンコリア ㈱マルマンコリア

佐藤食品工業㈱、理研ビタミン㈱ 佐藤食品工業㈱、理研ビタミン㈱
及び日本管財㈱は、当社が株式を 、日本管財㈱、ミヤコ㈱は、当社が
追加取得し持分法適用会社となっ 株式を追加取得し持分法適用会社
たため、当中間連結会計期間より となったため、当連結会計年度より
持分法の範囲に含めております。 持分法の範囲に含めております。
連結調整勘定相当額については、
定額法により10年で償却しており
ます。

前連結会計年度

至　平成18年 ３月31日至　平成17年12月31日

7

当第３四半期連結会計期間前第３四半期連結会計期間
自　平成17年 ４月 １日 自　平成17年 ４月 １日

同左

自　平成18年 ４月 １日
至　平成18年12月31日

同左

同左

――――――――

㈱マイダス・アプレイザー
　　アンドギャランティー

――――――――――――――――



(2) (2) (2) 持分法非適用の非連結子会社及び
関連会社

主要な非連結子会社等 主要な非連結子会社等 主要な非連結子会社等
㈱バックオフィスサービス ㈱Ｔ・ＺＯＮＥファクター ㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィスサービス

持分法を適用していない非連結子 持分法を適用していない非連結子
会社等はいずれも小規模であり、 会社等はいずれも小規模であり、
四半期純損益及び利益剰余金（持 当期純損益及び利益剰余金（持
分に見合う額）等に及ぼす影響が 分に見合う額）等に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても重要 軽微であり、かつ全体としても重要
性がないため、持分法の適用範囲 性がないため、持分法の適用範囲
から除外しております。 から除外しております。
Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＩファンド投資事業組合 Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＣファンド投資事業有
については、組合の純資産及び収益 限責任組合およびＴ・ＺＯＮＥ　ＶＩフ
・費用を当社の出資持分割合に応じ ァンド投資事業組合等については、
て計上しているため、持分法の適用 組合の純資産及び収益・費用を当
から除外しております。 社の出資持分割合に応じて計上し

ているため、持分法の適用から除
外しております。

３． ３． ３． 連結子会社の事業年度等に関する
事項
連結子会社の決算日は、以下の会
社を除き連結決算日と一致しており
ます。

７月31日・・・㈱ジャスティス債権回収 ７月31日・・・㈱ジャスティス債権回収 ７月31日・・・㈱ジャスティス債権回収
㈱イーマックス ㈱イーマックス ㈱イーマックス
㈱マイダスキャピタル ㈱マイダスキャピタル ㈱マイダスキャピタル
㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター ㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター ㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター

９月30日・・・マルマン㈱ ９月30日・・・マルマン㈱ ９月30日・・・マルマン㈱
マルマンバイオ㈱ 　   　　　　　 マルマンバイオ㈱
エムアイトレーディング㈱

マルマンエンタープライズ㈱

四半期連結財務諸表の作成に当た 連結財務諸表の作成に当たっては
っては四半期連結決算日現在実施 連結決算日現在で実施した仮決算
した仮決算に基づく四半期財務諸表 に基づく財務諸表を使用しておりま
を使用しております。 す。

４． 会計処理基準に関する事項 ４． 会計処理基準に関する事項 ４． 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価 (1) 重要な資産の評価基準及び評価 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 方法 方法
①有価証券 ①有価証券 ①有価証券
a） 関連会社株式（営業投資有価 a） a）

証券を含む）
持分法
営業投資有価証券に係る持分
法による営業投資損益を営業
損益の区分に計上することとし
ております。

b） その他有価証券(営業投資有価 b） その他有価証券(営業投資有価 b） その他有価証券(営業投資有
証券を含む） 証券を含む） 価証券を含む）
時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの
四半期決算期末日の市場価格 四半期決算期末日の市場価格 決算期末日の市場価格に基
に基づく時価法（評価差額は に基づく時価法（評価差額は づく時価法（評価差額は全部
全部資本直入法により処理 全部純資産直入法により処理 資本直入法により処理し売却
し、売却原価は移動平均法 し、売却原価は移動平均法 原価は移動平均法により算定）
により算定） により算定）
時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの
主として移動平均法による
原価法

②デリバティブ
　 時価法

持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社

至　平成17年12月31日

前第３四半期連結会計期間

連結子会社の四半期決算日
は、以下の会社を除き四半期連
結決算日と一致しております。

8

連結子会社の四半期決算日等
に関する事項

同左

自　平成17年 ４月 １日

――――――――――――――――

同左

至　平成18年 ３月31日至　平成18年12月31日

連結子会社の四半期決算日
は、以下の会社を除き四半期
連結決算日と一致しておりま
す

前連結会計年度
自　平成17年 ４月 １日

――――――――

同左

――――――――

同左

――――――――

持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社

当第３四半期連結会計期間

連結子会社の四半期決算日等
に関する事項

自　平成18年 ４月 １日



③たな卸資産 ③たな卸資産 ③たな卸資産
ａ） 商品 ａ） 商品 ａ） 商品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・
移動平均法による原価法 同左 同左
マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・・・ マルマン㈱ マルマン㈱

マルマンバイオ㈱・・・・・・・・・・ マルマンバイオ㈱・・・・・・・・・・
エムアイトレーディング㈱・・・・・・・

マルマンエンタープライズ㈱・・・・

総平均法による原価法 同左 同左
b） 販売用不動産 b） 販売用不動産 b） 販売用不動産

㈱イーマックス・・・・・・・・・・・・ ㈱イーマックス ㈱イーマックス・・・・・・・・・・・・
㈱TEMJIN　OPPORTUNISTIC　

INVESTMENT・・・・・・・・・・
個別法による原価法 同左 同左

c） 製品・原材料 c） 製品・原材料 c） 製品・原材料
マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・・・ 同左 同左

総平均法による原価法
d） 仕掛品 d） 仕掛品 d） 仕掛品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・ 同左 同左
個別法による原価法

マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・・・
総平均法による原価法

e) 仕掛不動産 e) 仕掛不動産 e) 仕掛不動産
㈱イーマックス・・・・・・・・・・・・ 同左 同左

個別法による原価法
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の (2) 重要な減価償却資産の減価償却の (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 方法 方法
①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産

定率法
ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）
については、定額法を採用しており
ます。なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。　
a) 建物及び構築物 　5～47年 a) 建物及び構築物 3～47年
b) 有形固定資産その他 　2～20年 b) 有形固定資産その他 2～20年
②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産

定額法
なお、ソフトウェア(自社利用分)
については、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

（3） 重要な繰延資産の処理方法 （3） 重要な繰延資産の処理方法 （3） 重要な繰延資産の処理方法
新株発行費 新株発行費 新株発行費

3年間で毎期均等額以上を償
却する方法によっております。

(4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備
えるため、
　a） 一般債権

貸倒実績率により、回収不
能見込額を計上しておりま
す。

　b） 貸倒懸念債権及び破産更
生債権等
個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上
しております。

前連結会計年度

至　平成17年12月31日 至　平成18年12月31日

当第３四半期連結会計期間
自　平成17年 ４月 １日

前第３四半期連結会計期間
自　平成17年 ４月  １日 自　平成18年 ４月 １日
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同左

同左

同左同左

同左

同左

同左同左

至　平成18年 ３月31日



②製品保証引当金
製品の無償補修に対する費用
の支出に充てるため、過去の実
績率を基礎として、発生見込額
を計上しております。

③保証履行引当金
賃貸保証事業に係る損失に備
えるため、過去の実績保証履
行損失率を勘案し、損失負担
見込額を計上しております。

④返品調整引当金
返品による損失に備えるため、
過去の返品発生比率を勘案し
、売上高に見込まれる返品額に
対する販売利益の見積額を計
上しております。

(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しており
ます。また、為替変動リスクの
ヘッジについて振当処理の要
件を充たしている場合には振
当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・

為替予約
ヘッジ対象・・・

製品輸出による外貨建売
上債権、原材料輸入によ
る外貨建買入債務

③ヘッジ方針
当社の内規である「市場リスク
管理規定」に基づき、為替リス
クをヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキ
ャッシュ・フロー変動の累計と
ヘッジ手段の相場変動又はキ
ャッシュ・フロー変動の累計とを
比較し、両者の変動額等を基礎
にして判断しております。

(7) 連結調整勘定の償却に関する事項 (7) 連結調整勘定の償却に関する事項 (7) 連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定は、５年間で均等償
却しておりますが、金額が僅少な
場合は、発生年度に全額償却して
おります。

(8) その他中間連結財務諸表作成のた (8) その他中間連結財務諸表作成のた (8) その他連結財務諸表作成のための
めの基本となる重要な事項 めの基本となる重要な事項 重要な事項
①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理

税抜方式によっております。 税抜方式によっており、資産に 税抜方式によっております。
係る控除対象外消費税等は、
発生事業年度の期間費用とし
ております。

②連結納税制度の適用 ②連結納税制度の適用 ②連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しておりま
す。

10

同左

前連結会計年度

同左

至　平成17年12月31日 至　平成18年12月31日

前第３四半期連結会計期間
自　平成17年 ４月 １日

同左同左

―――――――― ――――――――

同左 同左

―――――――― ――――――――

当第３四半期連結会計期間

至　平成18年 ３月31日
自　平成17年 ４月 １日自　平成18年 ４月 １日



注記事項
（四半期連結貸借対照表関係）

1 有形固定資産の減価償却累計額 1 有形固定資産の減価償却累計額 1 有形固定資産の減価償却累計額
百万円 有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円

その他 百万円 その他 百万円

2 担保提供資産 2 担保に供している資産 2 担保に供している資産
　（1）担保に供している資産 　（1）担保に供している資産 　（1）担保に供している資産

商業手形 百万円 預金 百万円 預金 百万円
営業貸付金 百万円 商業手形 百万円 商業手形 百万円
営業投資有価証券 百万円 営業貸付金 百万円 営業貸付金 百万円
たな卸資産 百万円 営業投資有価証券 百万円 営業投資有価証券 百万円
建物及び構築物 百万円 たな卸資産 百万円 たな卸資産 百万円
土地 百万円 建物及び構築物 百万円 建物及び構築物 百万円
計 百万円 土地 百万円 土地 百万円

有形固定資産「その他」 2 百万円 有形固定資産「その他」 2 百万円
投資有価証券 百万円 投資有価証券 百万円
計 百万円 計 百万円

　（2）担保資産に対する債務 　（2）担保資産に対する債務 　（2）担保資産に対する債務
短期借入金 百万円 短期借入金 百万円 短期借入金 百万円
長期借入金 百万円 長期借入金 百万円 長期借入金 百万円
計 百万円 計 百万円 計 百万円
また、商業手形の流動化を行ってお また、商業手形の流動化を行ってお また、商業手形の流動化を行ってお
り、譲渡担保付借入として会計処理 り、譲渡担保付借入として会計処理 り、譲渡担保付借入として会計処理
しております。 しております。 しております。
上記の担保に供している資産には、 上記の担保に供している資産には、 上記の担保に供している資産には、
この流動化によるものが商業手形に この流動化によるものが商業手形に この流動化によるものが商業手形に
4,775百万円含まれております。さら 5,264百万円含まれております。さら 5,569百万円含まれております。さら
に、この流動化に関連し、投資その他 に、この流動化に関連し、投資その他 に、この流動化に関連し、投資その他
の資産「その他」に514百万円が留保 の資産「預け金」に692百万円が留保 の資産「預け金」に621百万円が留保
されております。 されております。 されております。

3 営業投資有価証券、投資有価証券に 3 投資有価証券に含まれる非連結子会 3 投資有価証券に含まれる非連結子会
含まれる非連結子会社株式及び関連 社株式及び関連会社株式 社株式及び関連会社株式
会社株式
投資有価証券（株式） 投資有価証券（株式） 投資有価証券(株式）

百万円 百万円 百万円
営業投資有価証券（株式） 投資有価証券(その他） 投資有価証券(その他）

百万円 百万円 百万円

（四半期連結損益計算書関係）

1 販売費及び一般管理費のうち主要 1 販売費及び一般管理費のうち主要 1 販売費及び一般管理費のうち主要
な費目及び金額は、次のとおりであ な費目及び金額は、次のとおりであ な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。 ります。 ります。
給料手当 百万円 給料手当 百万円 給料手当 百万円
販売促進費 百万円 支払手数料 百万円 販売促進費 百万円
支払手数料 百万円 貸倒引当金繰入額 百万円 支払手数料 百万円
減価償却費 百万円 保証履行引当金繰入額 32 百万円 減価償却費 百万円

2 固定資産売却益の内訳は次のとお 2 固定資産売却益の内訳は次のとお
りであります。 りであります。
有形固定資産 有形固定資産
「その他」 百万円 「建物及び構築物」 百万円
計 百万円 「土地」 百万円

計 百万円

3 固定資産処分損の内訳は次のとお 3 固定資産処分損の内訳は次のとお 3 固定資産処分損の内訳は次のとお
りであります。 りであります。 りであります。
建物及び構築物 11 百万円 建物及び構築物 百万円 建物及び構築物 16 百万円
有形固定資産その他 10 百万円 有形固定資産その他 百万円 機械装置及び運搬具 1 百万円
無形固定資産その他 24 百万円 無形固定資産その他 - 百万円 有形固定資産その他 8 百万円
計 46 百万円 計 15 百万円 無形固定資産その他 28 百万円

計 55 百万円

自　平成17年 ４月 １日
至　平成18年12月31日

当第３四半期連結会計期間

15,432

自　平成18年 ４月 １日

1,581
578

1

0

143

1

前連結会計年度末

48,968

269

当第３四半期連結会計期間末
（平成18年３月31日現在）

8,381

――――――――

11

163
0

35
128

39,486

26,128

前連結会計年度

55,560

305

自　平成17年 ４月 １日

6,186

6,116
1,666

7

530
1,674

16,475

279356

（平成17年12月31日現在）
前第３四半期連結会計期間末

（平成18年12月31日現在）

14,586

8,919

167

8,382
47,178

59,527
36,140

167

35,090

17,209

886

1,643
878

1,105

至　平成18年 ３月31日

133

233
64

2,510
5,955

13

前第３四半期連結会計期間

37,136

506

5,517

至　平成17年12月31日

14,642

19,908
5,266

29,092

5,708
5,921

137

5,119

167
139

47

1,163
612



（セグメント情報）

前第３四半期連結会計期間　(自　平成17年４月１日　　至　平成17年12月31日）

  １．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計

営業費用

営業利益又は営業損失（△）

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業・・・・・・・・ パソコン本体・周辺機器・パーツ等の販売事業
（2）システム開発関連事業・・・・・・・・・・・・システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業・・・・・・・・・・・・・・・・・不動産売買・不動産賃貸仲介、不動産鑑定評価事業
（4）金融・投資関連事業・・・・・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、卸金融・商業手形再割引事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業
（6）その他事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 販売促進を電話にて行うコールセンター事業

3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、237百万円であり、その主なもの
は、管理部門に係る費用であります。

追加情報
（事業区分の新設）
その他事業の新設
　その他事業は、㈱T・ZONEコールセンターが行っている事業であります。

当第３四半期連結会計期間　(自　平成18年４月１日　　至　平成18年12月31日）

  １．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益
　売上高
　（1）外部顧客に対する売上高
　（2）セグメント間の内部売上高
    又は振替高

計
　営業費用
　営業利益又は営業損失（△）

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業・・・・・・・・ パソコン本体・周辺機器・パーツ等の販売事業
（2）システム開発関連事業・・・・・・・・・・・・システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業・・・・・・・・・・・・・・・・・不動産売買・不動産賃貸仲介、賃貸保証・不動産鑑定評価事業
（4）金融・投資関連事業・・・・・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、卸金融・商業手形再割引事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業
（6）その他事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 販売促進を電話にて行うコールセンター事業、株式公開準備を含む

企業経営コンサルタント事業
3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、210百万円であり、その主なもの

は、管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度　(自　平成17年４月１日　　至　平成18年３月31日）　

  １．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益
　売上高
　（1）外部顧客に対する売上高
　（2）セグメント間の内部売上高
    又は振替高

計
　営業費用
　営業利益又は営業損失（△）

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業・・・・・・・・ パソコン本体・周辺機器・パーツ等の販売事業
（2）システム開発関連事業・・・・・・・・・・・・システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業・・・・・・・・・・・・・・・・・不動産売買・不動産賃貸仲介・不動産鑑定評価事業
（4）金融・投資関連事業・・・・・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、卸金融・商業手形再割引事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業
（6）その他事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 販売促進を電話にて行うコールセンター事業

3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、287百万円であり、その主なもの
は、管理部門に係る費用であります。

追加情報
（事業区分の新設）
その他事業の新設

その他事業は、㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターが行っている事業であります。

  ２．所在地別セグメント情報

前第３四半期連結会計期間　(自　平成17年４月１日　　至　平成17年12月31日）
  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当第３四半期連結会計期間　(自　平成18年４月１日　　至　平成18年12月31日）
  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度　(自　平成17年４月１日　　至　平成18年３月31日）　
  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

前第３四半期連結会計期間　(自　平成17年４月１日　　至　平成17年12月31日）
  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当第３四半期連結会計期間　(自　平成18年４月１日　　至　平成18年12月31日）
  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

前連結会計年度　(自　平成17年４月１日　　至　平成18年３月31日）　
  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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33 191 18 ―

3,672 3,470 15,327 2,938
46 289 ―

2,938 348 35,052 35,070

パソコン
関連製
品販売
事業

システム
開発関
連事業

15,309

消去又は全社

不動産
関連事

業

金融・
投資関
連事業

その他
事業

計

3,278 9,537

0

スポーツ
用品等
製造販
売事業

(289)
(271)

66

17

30,25830,191
35,070

1,176 (338)

連結

2918,361

13



（有価証券）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）
　

（1）株式

（2）債券

（3）その他

合計

２．時価評価されていない主な有価証券
（単位：百万円）

その他有価証券
　 非上場株式

（百万円）

119114

（平成17年12月31日現在）

― ―

当第３四半期連結会計期間末

―

2,308

（平成18年12月31日現在）

（百万円）

6,034

連結貸借対照表計上額

対照表計上額

（平成18年３月31日現在）

6,215 9,135 2,920

連結貸借対照表計上額

前第３四半期連結会計期間末

―

――

2,308

―

― ―

2,1465,554 7,700

対照表計上額
取得原価

119

― ―

連結貸借対照表計上額

2,1467,7005,554

前連結会計年度末
（平成18年３月31日現在）

―― ―

―― ――

6,034 8,343

14

（百万円）

対照表計上額

連結貸借

6,215 9,135 2,920 8,343

前連結会計年度末当第３四半期連結会計期間末

連結貸借
差額

連結貸借
差額

（平成18年12月31日現在）

取得原価

（平成17年12月31日現在）
前第３四半期連結会計期間末

取得原価 差額


